
別紙１

(参考)

自由民主党 ひびき 公明党
共産党・
こぶしの

木

新しい議
会・日本
維新の会

平均 自由民主党 ひびき 公明党 共産党・こぶしの木
新しい議会・日本維新

の会

第１章
総則

目的 第１条　この条例は、必要な議会運営の基本事項を定めることにより、二
元代表制の下、市長その他執行機関及びその職員（以下「市長等」とい
う。）と緊張関係を保ち、市民と手を携え、市民に開かれた議会を実現
し、もって地方自治の本旨に基づく住民の福祉の増進を図ることを目的と
する。

1 5 5 3 5 4 4.40

〇そのような意識を
持っている

第2条以下の条文が目
的を果たされていると
は言えない。

議会の活動
原則

第２条　議会は、市民の代表から構成される市の議事機関かつ団体意思の
決定機関として、公正性、透明性及び市民からの信頼性を重視するととも
に、ソーシャルインクルージョンの理念に配慮し、次に掲げる原則に基づ
き活動しなければならない。
(１)　議決責任を深く認識し、積極的な情報公開及び市民との意見交換に
取り組むとともに、市民に対する説明責任を果たすこと。
(２)　議論を尽くし、市政の課題に関する論点及び争点を明らかにし、議
員間の合意形成に努めること。
(３)　市長等の市政運営を監視すること。
(４)　広く市民に開かれた、わかりやすい議会運営に努めること。
(５)　他の地方公共団体の議会及び大学等研究機関との交流及び連携に努
めること。
(６)　男女共同参画に努めること。 2 5 3 4 3 4 3.80

議会報や意見を聴く会
の開催、議会の配信、
視察を行っている。

〇ソーシャルインクルー
ジョンへの理解が不十
分。（5）が不十分
〇(２)の具体的な取組
が不足
〇情報公開について
は、市民との意見交換
会は行なっているが、
対面での議会報告会は
行なっていないため
○他の地方公共団体の
議会及び大学等研究
機関との交流及び連携
は行えていないため
〇各号ごとに評価でき
る研修などが必要。
〇課題に対する議会に
おける共通認識の深化
や情報公開などには
ソーシャルインクルー
ジョンの観点に基づい
て積極的に進めていく
必要があると考える。

（５）の大学研究機関と
の連携がが足りない

特に（５）については交
流・連携していない。

【提案】
・まずは大学との連携し
ている事例の研究。
・（２）について常任委員
会で話し合う機会をつ
くる。

大学との連携について
は今般の総務文教委員
会の視察などで施策が
発展することを期待し
ている。

議員の活動
原則

第３条　議員は、選挙で選ばれた市民の代表者として、次に掲げる原則に
基づき活動しなければならない。
(１)　一部の団体又は地域の代表者としてではなく、市民全体の福祉の増
進を目指して活動すること。
(２)　議会において意思を表明するに当たっては、独自の調査研究を行う
とともに市民からの意見の聴取に努めること。
(３)　市民の代表者としてふさわしい品位を保ち、高い見識を身に着ける
とともに、政治倫理の向上に努めること。

3 5 4 5 3 4 4.20

様々な団体との意見交
換、個人での市政報告
会

〇(2)は概ね行えてい
るがもっと努力ができ
そうであるため

会派及び交
渉団体

第４条　議員は、議会活動を行うに当たり、理念及び政策を共有する１人
以上の議員で構成する会派を結成することができる。
２　会派は、政策立案及び調査研究（以下「政策立案等」という。）に努
める。
３　会派は、議会運営及び政策立案等に関し、必要に応じて会派間で調整
を行い、合意形成に努める。
４　議会は、議会運営に当たっては、会派間の公平性を確保しなければな
らない。
５　会派は、相互に協議の上、交渉団体（議会運営について交渉できる所
属議員３人以上の団体をいう。）を結成することができる。

4 5 4 5 3 4 4.20

議運の開催 国立市議会は一人会
派も複数あるため、全
議員の合意形成に努め
るべきと考える。

会派は一般的に二人以
上ではないか。

目的の達成度（1～５で評価）

章 見出し 条文 条

具体的事例や補足等

国立市議会基本条例の点検シート（公開用）

第２章
議会・議
員の責務
と活動原
則

1



(参考)

自由民主党 ひびき 公明党
共産党・
こぶしの

木

新しい議
会・日本
維新の会

平均 自由民主党 ひびき 公明党 共産党・こぶしの木
新しい議会・日本維新

の会

目的の達成度（1～５で評価）

章 見出し 条文 条

具体的事例や補足等

市民参加に
よる議会の
政策形成

第５条　議会は、市民の意向を議会における議論に反映するため、市民参
加の多様な機会を設け、議会として政策形成を進める。
２　議会は、前項に規定する政策形成の実現に当たり、事案に応じて、次
に掲げる方法を用いる。
(１)　議会報告会
(２)　市民の意見を聴く会又は意見交換会
(３)　地方自治法（昭和22年法律第67号。以下「法」という。）第115条
の２第１項に規定する公聴会
(４)　法第115条の２第２項に規定する参考人の制度
(５)　パブリックコメント
(６)　前各号に掲げるもののほか、議会が必要と認めるもの
３　議会は、市民からの請願及び陳情を政策提言又は政策提案として受け
止め、適切かつ誠実にこれを審議する。

5 5 3 3 1 4 3.20

議会の傍聴、意見交換
会の開催

〇意見聴取が不十分
〇議会報告会を行なっ
ていないため。
〇議会報告会は定期
的に開催したほうがよ
い。
〇市民の意見聴取の場
も議会としてはもう少し
開催したほうがよい。
〇市民からの意見を政
策提言として受け止め
て、政策実現までの取
組が必要。

市民からの請願及び陳
情を政策提言・・・・
と規定している。その意
をしっかりと汲んでいく
意味からも、市外から
のものは区別して別対
応とすべきと思われる。
あくまで、想定は市民と
議会が基本としている
点に留意すべき。

・報告会がここ数年なさ
れていない。
・パブコメについて議会
として行われていない。
・政策形成サイクルに落
とし込めていない。

【提案】
・市民とキャッチボール
出来る仕組み構築
・参考人報告会の予算
を取り確実にやる。

定数や報酬について意
見交換会をしても良い
のではないか。

広報委員会
及び広聴委
員会

第６条　議会は、広報広聴機能の充実のため、議員で構成する広報委員会
及び広聴委員会を設置する。
２　前項の広報委員会及び広聴委員会に関し必要な事項は、別に定める。

6 - - - - - -
各委員会の開催 〇設置条項

議会と市長
等の関係

第７条　議会は、議会における審議において、議員と市長等との緊張関係
を保ち、議事機関として市民に負うべき責務を果たさなければならない。
２　議員は、本会議、委員会その他の議会の会議において、市長等に対し
て質問及び質疑（以下「質問等」という。）を行うときは、論点を明らか
にするため、一問一答の方式で行うことができる。
３　市長等は、議員からの質問等に対して、その論点を整理するため、議
長又は委員長の許可を得て反問することができる。
４　議会は、閉会中に市長等に対し文書による質問を行い、文書による回
答を求めることができる。

7 5 3 4 4 5 4.20

議会での質問、一般質
問

〇設置条項
〇概ねできている。
〇文書質問に対して制
度利用の明確化やプロ
セスを周知したほうが
良い。

４の文書質問につい
て、コロナ禍の経験を
踏まえて今後活用して
いくための手続き上の
確認は必要と考える。

一問一答は利用されて
おり、またその他はでき
る規定になっており必
要に応じて利用が可能
となっている。

決算認定及
び予算の審
議

第８条　議会は、決算認定に当たっては、市長の予算調製に資するよう審
議に努める。
２　議会は、予算及び決算認定の審議に当たっては、議会における審議を
深めるため、市長等に対して施策別又は事業別の説明及び資料作成を求め
るものとする。

8 5 5 5 5 4 4.80

各議員が積極的に発言
している。

〇概ねできている。 資料作成は、審議を深
め市民の利になるため
に、今後ともしっかりと
行うべき。

適正に資料の作成を予
算決算委員会などで求
めている。

政策形成過
程の説明

第９条　議会は、市長が提案する重要な施策、計画及び事業（以下「政策
等」という。）について、その水準を高めるとともに、議会審議における
論点を整理するために、市長等に対し、次に掲げる事項について明らかに
するよう求めることができる。
(１)　政策等の提案に至った背景及び経緯
(２)　市民参加の実施の有無及び実施した場合の内容
(３)　国立市基本構想との整合性
(４)　政策等の実施に係る財源措置
(５)　将来にわたる効果及び費用
(６)　目標達成基準及び政策等の見直し基準

9 5 3 4 4 4 4.00

議会での発言で行って
いる。

〇求めていない。
〇議員としての取組だ
けではなく、議会として
回答を求められる取組
も必要。

議決事件の
追加

第10条　議会は、法第96条第２項の規定により、同条第１項に規定する事
件のほか必要な事件を、議決事件として追加することができる。
２　議会は、前項の規定により議決事件を追加し、又は追加した事件を削
除する場合は、その理由及び根拠を明確にしなければならない。
３　議会で議決すべき事件は、別に条例で定める。

10 - - - - - -

議長において適時行わ
れている。

該当する事件が無かっ
たため。

行政計画の
報告及び調
査

第11条　議会は、市長等が各行政分野に係る基本的な計画（以下「行政計
画」という。）を策定し、変更し、又は廃止しようとするときは、市長等
に対して、当該行政計画を所管する委員会若しくは委員協議会又は全員協
議会へ報告を求める。
２　議会は、行政計画について所管する委員会において、法第109条第２
項の規定による所管事項の調査に努める。

11 5 2 3 3 4 3.40

各委員会において行わ
れている。

〇市長部局から議会の
要請によらず委員会に
報告されている。
〇所管事務調査に取り
組めるように仕組みづ
くりが必要

調査が必要と捉えた
時、常任委員会などで
検討すると良い。２項の
所管事項調査に関して
は、特段の意識をもっ
て実施しているわけで
はない現状がある。

報告を検討するときに、
委員会としての調査を
さらに進める必要があ
る。

第４章
議会と市
長等の関
係

第３章
市民と議
会の関係
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(参考)

自由民主党 ひびき 公明党
共産党・
こぶしの

木

新しい議
会・日本
維新の会

平均 自由民主党 ひびき 公明党 共産党・こぶしの木
新しい議会・日本維新

の会

目的の達成度（1～５で評価）

章 見出し 条文 条

具体的事例や補足等

会議の公開 第12条　議会は、原則として、全ての会議を公開する。公開しない場合に
あっては、その理由を明らかにしなければならない。
２　議会は、前項の規定により公開する会議の開催についてあらかじめ市
民に周知するよう努める。

12 5 3 5 4 4 4.20

必要な限り公開されて
いると認識

広報・広聴委員会につ
いて、市民に周知がな
されていないが今後確
認が必要ではないか。

事前の周知については
HP等でしっかりと行わ
れている。

討議の原則 第13条　議会は、議決に当たっては議員間の公平で自由な議論を尽くす。
２　議会は、原則として、委員会活動を中心に議員間討議を行うことがで
きる。

13 5 1 4 1 4 3.00

討論において自由に発
言できている。

〇議員間討論が活発に
行われる仕組みづくり
が必要

討論において公平で自
由な発言がなされてい
る。

議員間討議は今のとこ
ろなされていないが、他
自治体の取組を参考に
考慮する。

できる規定はあるが利
用されていない。

議長及び副
議長

第14条　議長は、議会を代表し、議場の秩序保持、議事の整理及び議会事
務の統理を行うとともに、中立公平な議会運営に努める。
２　議長及び副議長の選挙に当たっては、所信表明の機会を設ける。

14 5 5 5 3 4 4.40
公平に行われている。

議会運営委
員会及び協
議等の場

第15条　議会は、円滑な議会運営のため、法第109条第１項に規定する議
会運営委員会を活用する。
２　法第100条第12項の規定による協議又は調整の場として、次に掲げる
会議を活用する。
(１)　全員協議会
(２)　委員協議会
(３)　会派会議
(４)　会派代表者会議

15 5 3 5 3 4 4.00

適切に行われている。 〇設置条項 ・一人会派含めた全員
で協議する場の設定が
少なかったように思え
る。
・委員協議会などは委
員長の裁量次第になっ
ている。

委員会の運
営

第16条　委員会は、政策課題について調査研究を行うとともに、市民及び
市長等との議論を踏まえ、政策提案を行うよう努める。
２　委員会は、前項の政策提案に当たっては、第９条各号に掲げる事項を
明らかにするよう努める。

16 5 4 1 3 4 3.40

視察など適切に行われ
ている。

〇委員会の政策提案は
ない。調査研究はある。
〇もっと努力できると
思われるため。
〇政策提案につながる
取組や仕組みづくりが
必要

調査研究は行われてい
るが、政策提案までい
たっていない。

課題についての調査研
究は行っている委員会
もあるが、政策提案ま
でには至っていない。９
条を皆で学習する。

専門的知見
の活用

第17条　議会は、審査又は調査に当たり、法第100条の２の規定による学
識経験を有する者等による専門的事項に係る調査を積極的に活用するよう
努める。

17 5 2 1 2 2 2.40

勉強会の開催など。 〇もっと活用できると
思われるため。
〇オンラインの活用など
知見の深化を図れる取
組が必要

学識経験を有する者等
による専門的事項に係
る調査を積極的に活用
してはいない。

積極的活用がなされて
いたとは言い難い。
・恒常的に活用できる
仕組みを作る。

予算、日程などから利
用が難しくなっている。

附属機関の
設置

第18条　議会は、審査、諮問又は調査に当たり、別に条例で定めるところ
により、附属機関を設置することができる。 18 - - - - - -

〇もっと活用できると
思われるため。

議会図書室
の充実

第19条　議会は、議員の政策立案等に資するため、議会図書室の図書並び
に議会及び行政に関する資料の充実に努め、これを活用する。
２　議会は、議会図書室の活用に当たっては、議員の政策立案及び市民へ
の情報提供のために市立図書館及び市が設置する情報公開コーナーとの連
携に努める。

19 5 5 5 2 4 4.20

適切に行われている。 市民の活用という点で
は周知徹底には至って
いなかった。

政策立案に大変役立っ
ている。

適正な議会
費の確保

第20条　議会は、二元代表制の趣旨を踏まえ、議事機関としての機能を充
実させるため、市長の予算調製及び執行に際し、適正な額の議会費の計上
及び執行を求めるものとする。

20 5 5 4 5 4 4.60
適切に行われている。 〇本会議、委員会室の

マイクの入れ替え。

議員研修の
充実

第21条　議会は、議員の政策立案等に必要な研修の充実に努める。

21 5 5 3 4 5 4.40
議長において適時行わ
れている。

研修に当たっては、各
議員の希望を取ること
も考えられる。

時代に見合った政策課
題についての研修を
行ってほしい。

政務活動の
充実

第22条　会派又は議員は、政策立案等の能力向上を図るため、別に条例で
定める政務活動費を有効に活用し、政務活動の充実に努める。
２　議長は、政務活動費に係る収支報告書を毎年度公表し、その使途の透
明性の確保に努める。

22 5 5 5 4 5 4.80

有効に活用して報告し
ている。

政務活動費については
金額が見合っているか
要検討

政務活動費の案分が実
態とかけ離れているも
のがある。

議会事務局
体制の強化

第23条　議会は、議員の資質の向上を図り、議会運営を円滑かつ効率的に
進めるため、議会事務局の調査機能及び法務機能の充実強化並びに組織体
制の整備に努める。
２　議会事務局は、議員の議会活動に必要とされる情報の提供に努める。
３　議会事務局は、法第138条第５項を鑑み、市長等からの独立性を保持
する。

23 5 2 4 4 4 3.80

適切に行われている。 〇設置条項
〇法務担当との連携強
化など必要ではない
か。

第５章
議会運営
の原則

第６章
議会と議
会事務局
の体制整
備

3



(参考)

自由民主党 ひびき 公明党
共産党・
こぶしの

木

新しい議
会・日本
維新の会

平均 自由民主党 ひびき 公明党 共産党・こぶしの木
新しい議会・日本維新

の会

目的の達成度（1～５で評価）

章 見出し 条文 条

具体的事例や補足等

第７章
災害時の
対応

災害時の対
応

第24条　議会は、大規模災害が発生し、国立市災害対策本部（国立市災害
対策本部及び国立市健康危機管理対策本部条例（平成21年３月国立市条例
第16号）に基づき設置される災害対策本部をいう。以下この条において
「対策本部」という。）が設置された場合において、当該対策本部を支援
するものとする。
２　議長は、大規模災害が発生したときは、必要に応じて、議員による協
議、調整等を行うための組織を設置するものとする。
３　議員は、大規模災害が発生したときは、議長へ自らの安否及び所在を
明らかにするため、連絡するものとする。

24 5 1 3 2 4 3.00

訓練が行われている。 〇議会としての防災に
関する共通の認識を
図ったり、訓練回数の
増加が必要ではない
か。

大枠、かつ、最低限の
パターン（議会開催中
の幾つかのパターン）で
よいので、いわゆる災
害に応じたタイムライン
を定めておくことがあっ
てよいのではないかと
考える。

伝言ダイヤルの研修は
あったが、もう少し研修
等あるほうが望ましい。

【提案】
・実践的な研修（災害時
に届いた相談などの実
例を参考に話し合う。

議員定数 第25条　議員の定数は、地域民主主義の実現に向けた多様な民意を反映す
ること、並びに市長等の事務執行の監視機能及び議会の政策立案機能を果
たすのにふさわしいことを基本とし、別に条例で定める。
２　議会は、議員の定数の変更に当たっては、行財政改革の視点及び他市
との比較だけではなく、市政の現状及び課題並びに将来の予測及び展望を
総合的に考慮し、その理由を明確にする。
３　議会は、前項の変更に当たっては、第５条第２項各号に規定する方法
を、事案に応じて十分に活用する。

25 - - - - - -

議論されて尽くしてい
ると考える。

〇十分な定数 現状通りでよい。 適切な報酬と定数につ
いて一体になって議論
すべきである。

議員報酬 第26条　議員報酬は、市民の負託に応える議員活動への対価であることを
基本とし、別に条例で定める。
２　議会は、議員報酬の改定に当たっては、行財政改革の視点及び他市と
の比較だけではなく、市政の現状及び課題並びに将来の予測及び展望を総
合的に考慮し、その理由を明確にする。
３　議会は、前項の改定に当たっては、第５条第２項各号に規定する方法
を、事案に応じて十分に活用する。

26 4 4 3 3 4 3.60

現段階では適切と考え
るが議論の余地はあ
る。

○適切な報酬 いかなる方向性であっ
たとしても、適宜議論は
した方がよいと思われ
る。

議員報酬の前に政務活
動費の見直しを行って
はどうか。

適切な報酬と定数につ
いて一体になって議論
すべきである。

条例の位置
付け

第27条　この条例は、議会に関する基本的事項を定める条例であり、議会
は、議会に関する他の条例、規則その他の規程を制定し、又は改廃する場
合においては、この条例との整合を図る。 27 5 1 5 2 4 3.40

整合性があると考え
る。

〇本条例との整合が図
れているかどうかを
チェックできるチェック
表などが必要ではない
か。

傍聴規則の改正時に条
例に立ち返って議論し
ていなかった。（自戒を
込めての評価）

条例の見直
し等手続

第28条　議会は、議員の一般選挙後その任期中に、この条例の目的が達成
されているかどうかを点検し、その経過及び結果を適宜公表する。
２　議会は、前項の規定による点検の結果に基づき、この条例の改正その
他の適切な措置を講ずる。

28 - - - - - -

適切に行われている。 〇見直し中
〇点検及び見直しの時
期については検討が必
要でないか。

第８章
議員定数
及び議員
報酬

第９章
条例の位
置付け及
び見直し
等
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